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事業名 確認

都市構造再編集中支援事業
都市再生整備計画事業
まちなかウォーカブル推進事業



目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 328.67 ha

平成 29 年度　～ 令和 4 年度 平成 29 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体の再編方針（都市機能の拡散防止のための公的不動産の活用の考え方を含む、当該都市全体の都市構造の再編を図るための方針）　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

【大目標】
　地域のつながりと豊かなコミュニティをはぐくむ都市環境の実現
　～拠点連携型都市づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）による拠点性の回復～
【目標1】まちづくり活動の拠点化と交流拠点の形成による市民と行政の協働のまちづくりの確立
【目標2】拠点地区への都市機能の集約と誘導、豊かなコミュニティの形成による市民の暮らしの質の向上

　今後も人口減少が見込まれる本市においては、人口減少を前提とした都市構造への転換を図るとともに人口減少下での課題を打破するため、飯塚市立地適正化計画を策定し、中心拠点と地域拠点を基盤とした拠点連携型都市の構築と拠点連携
型の都市構造を都市の基盤としたまちづくり（暮らしの充実）を進める多極ネットワーク型コンパクトシティを目指している。
　飯塚市立地適正化計画においては、①「中心拠点」と②「地域拠点」（旧町中心部）に加え、新たな地域づくりの要となる③「コミュニティ拠点」、本市の魅力を高める3つの④「大学」を都市の骨格構造として捉え、これらの区域と交通便利地域内の比
較的人口密度の高い、都市機能を維持するための⑤「暮らし維持型」の区域を都市機能誘導区域に設定し、5つの都市機能誘導区域の類型に応じた重層的な区域設定を行い、拠点性の回復と将来にわたる暮らしの維持を図ることとしている。
　拠点性の回復については、中心拠点と中心拠点周辺のエリアにおいて「地域の魅力を高める拠点形成と拠点間連携の促進」を図るもので、中心拠点においては、地域内の低未利用地に民間都市機能の誘導を促進するための施策を講じるととも
に、中心拠点に隣接する地域拠点（穂波地域拠点）、同じく中心拠点に隣接する居住誘導区域（JR浦田駅周辺）や大学の立地する都市機能誘導区域（二瀬コミュニティ拠点）については、拠点間の連携を促進し、都市機能の誘導と交流拠点の形成等
による戦略的な再生を図ることを方針としている。なお、都市機能の誘導は民間活力の活用を施策の基本的な考え方としている。（計画P89）
【拠点地区の戦略的な再生】本市の中心拠点は、多年にわたる官民の投資の蓄積により民間誘導が図れるエリア（H24～H28市街地再開発事業・暮らしにぎわい再生事業・優良建築物等整備事業の実績）と位置づけているが、都市の活力は低下傾
向にある。将来にわたり持続的な民間投資を図るためには、都市の活力を維持することが必要であり、このため、人口規模が大きく、大学の立地する中心拠点隣接の拠点エリアを中心拠点と連携を図る一体的な地区として捉え、中心拠点に立地する
健幸プラザなどの広域的な都市機能と各地区の拠点施設を軸に交流を促進し、交流人口の増加によるまちの活力の維持や健康増進に取り組む。また、これらの隣接エリアは拡散型の土地利用が顕著な地域でもあり、これらのエリアと一体的に拠点
性を回復し、拠点への都市機能や居住の誘導を図ることは集約型都市構造への転換につながるものと捉えている。
【計画の目的】本計画は、拠点連携型都市づくりの基盤となる拠点地区において、民間都市機能の誘導と公共施設の集約を図るとともに、まちづくり活動の拠点化と交流拠点を形成し、地域が主体的かつ一体的に地域の課題に取り組む新たな地域
自治の仕組みづくり（協働のまちづくり）に取り組み、さらに、都市住民（中心拠点及び周辺地区住民）の利用に資する公園として『飯塚市緑の基本計画』に位置づけられている市民公園に避難所機能を備えた公園内施設及び同施設に健幸交流セン
ターを合築整備することで、健幸と交流拠点を連携の軸として拠点連携を促進する中で中心拠点の活性化につなげるものであり、本市全体の暮らしの質を高め、地域のつながりと豊かなコミュニティをはぐくむ都市環境の実現を図るものである。

都道府県名 福岡県 飯塚市 飯塚拠点連携型拠点地区

計画期間 交付期間 4

　平成24年3月に飯塚市中心市街地活性化基本計画（総理大臣認定第110号）を策定し、中心市街地活性化に注力。中心市街地活性化事業において、区画整理や再開発の手法により街なかの大規模低未利用地の解消や空きビル、バスターミナル
の再生等を実現し、居住や都市機能の一体的な誘導により定住促進が図られ一定の成果を得ているものの、賑わいや活力の指標となる歩行者通行量については、厳しい状況が続いており、拠点性の回復には至っていない。
　中心拠点の活性化等、拠点連携型都市を具体化する立地適正化計画においては、各地区自治会長会において計画の趣旨等を説明し、12地区懇談会を実施、立地適正化計画の基本的な方針や区域設定の考え方について意見交換を実施。住民
意見としては身近な商業施設の撤退や地域公共交通網の縮小に対する不安について多数の意見があり、また、若者の雇用の場づくりや定住促進、農地の保全等について期待する意見があり、改めて計画の重要性を認識している。市内部において
は、関係課との協議を行い、立地適正化計画を公共施設等総合管理計画に基づく個別計画の再配置に関する基本方針として各計画との連動を図っている。
また、飯塚市緑の基本計画において飯塚市にある主要な公園について、都市住民の利用に質する公園として都市レクリエーション拠点、自然が満喫できる拠点として自然レクレーション拠点をあげており、利用目的に応じた公園の整備を行う必要が
ある。
　平成18年に1市4町で合併した飯塚市では、新市の一体感の醸成と地域コミュニティの活性化を図るとともに、自助・共助・協助・公助の考えのもと、地域課題の解決に取り組む新たな組織として市内12地区交流センター単位にまちづくり協議会が発
足、協議会で主体的な役割を担う自治会の高齢化、担い手の固定化により活発な協議会活動が図れていない。

・本市は、平成7年から人口減少局面を迎えている。人口減少と少子高齢化が進展する中、依然として農用地の宅地化（転用）等により拡散型の土地利用が進行し、人口減少と相まって、拠点性を有するエリアにおいても人口密度の低下が進んでい
る。
・人口減少下での拡散型の土地利用の進行と人口密度の低下は、生活利便施設の撤退や公共交通の縮小につながり、高齢者の4割が公共交通便利地域以外に居住している本市においては、市民の自立的な暮らしが損なわれることが予測される。
・公共施設の6割が築後30年以上を経過しており、施設老朽化への対応は本市の喫緊の行政課題であり、さらに、自治会加入率は大幅な低下を続けており、自治会構成員の高齢化が進む中、新たな地域自治の仕組みづくりが必要となっている。
・5年後（令和7年）に高齢化率33％を超える見込まれる本市においては、生活サービスの縮小と相まって、高齢者の外出機会や社会参加の減少による交流や地域活動の停滞といった地域コミュニティ機能の低下及び高齢者の外出期間の減少による
フレイルの進行、地域活力の低下が生じることを将来の大きな課題と捉えている。（拠点性を有するエリアは人口規模も大きく、高齢化率の上昇により高齢者数が増加するエリアであり、郊外部よりも地域活力の低下が顕著に現われると考えている。）

【総合計画】（第2次飯塚市総合計画（策定中のため概要版を抜粋)平成29年3月作成）
・「交流人口の拡大や定住人口の増加を図り、本市の限りない発展につなげるためには、市民が主役となっていきいきと暮らし、活気に満ちた住みよりまちづくりが求められることから」、都市目標像に『人が輝き まちが飛躍する 住みたいまち 住み続
けたいまち』を掲げ、まちづくりの基本理念として「市民と行政が協働で創るまち」を掲げている。
　また、施策の柱のひとつとして、「計画的な土地利用の推進」を掲げ、「拠点連携型の都市づくりの推進」を明記。
【都市計画マスタープラン】（平成22年4月作成）
・「都市としての機能・質を高めていく（中略）コンパクトな都市を実現するため」、都市目標像に『拠点連携型の都市』を設定。
【まち・ひと・しごと創生総合戦略】（平成27年10月作成）
・基本目標Ⅳ「健幸で魅力あふれるまちづくり」において、「②拠点連携型の都市づくりの推進」を掲げ、「平成28年度に策定する立地適正化計画に基づき、都市機能の維持・増進による、将来にわたる居住環境の確保・向上のため、拠点連携型のコン
パクトなまちづくりに取り組む」ことを掲げている。



都市構造再編集中支援事業の計画　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。
都市機能配置の考え方

都市の再生のために必要となるその他の交付対象事業等

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人／年 H27 R4

人／年 H27 R4

％ H27 R4

都市再生土地区画整理事業や都市・地域交通戦略事業の特例を受ける場合は当該事業の概要、位置づけを記載。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

・本市は、中心拠点・地域拠点・コミュニティ拠点を設置し、地域交通による拠点間を結ぶ拠点連携型都市を目指している。
・中心拠点はJR新飯塚駅、JR飯塚駅及び飯塚バスターミナルとその周辺地域であり、中枢的な都市機能が集積。H24年度からH28年度に中心市街地活性化事業において、区画整理や再開発の手法により街なかの大規模低未利用地の解消や空き
ビル、バスターミナルの再生等を実現し、居住や都市機能の一体的な誘導により定住促進が図られた。しかし、歩行者通行量は厳しい状況とであり、中心拠点性の回復には至ってない。また、福岡都市圏・北九州都市圏を結ぶ鉄道・バス等の公共交
通があることから、近隣市町をはじめ都市間の広域連携を図る。
・地域拠点はH18年3月に合併した旧4町にある各支所及びその周辺地区。歴史的に地区の中心的な役割を担い、公共公益施設の機能集積がある。周辺の市街地、田園集落、参観集落の生活を支える日常生活サービスの拠点として各地域を支え
る。
・コミュニティ拠点は市内にある12地区交流センターとその周辺地区であり、地域住民の交流やまちづくり活動の拠点。
・本市には3つの大学・短期大学があり、学園都市としての重要な機能を果たし、中心拠点を囲むように三角形を形成する立地となっていることから、中心拠点を介し、相互の近接性を有している。

交流センターの利用者数
（目標2の指標）

地域交流センター（立岩地区・二瀬地区）の利用者数。な
お、交流センターは新設（複合化・新設）のため、廃止す
る地区公民館の利用者数と比較する。（令和4年2月末時
点、年間利用者数(Ｒ3.3～Ｒ4.2)ただし、二瀬地区交流セ
ンターは供用開始（令和3年11月）から令和4年2月まで
の利用者数を平成27年度の同時期と比較）

穂波支所への都市機能の集約による市民の利便性の向上（暮ら
しの質の向上）、地域交流センターの設置・連携及び公園内施設
にて健康・防犯活動を兼ねた見守りウォーキングを行う各地域の
リーダー育成研修を行い、地域交流センターを拠点として、による
交流の活発化（豊かなコミュニティの形成＝暮らしの質の向上）の
指標として、各施設の利用者の増加数を設定。

計　　　ｃ
立岩地区39,200人／年
二瀬地区 9,500人／年

計　　　63,300人／年
立岩地区49,500人／年
二瀬地区13,800人／年

まちづくり協議会主催事業への参
加者数（目標1の指標）

立岩地区・二瀬地区の各まちづくり協議会が主催するコ
ミュニティ活動（住民が参加する各種事業）への年間参
加者数(Ｒ3.3～Ｒ4.2）

市民と行政の協働のまちづくりの主体であるまちづくり協議会が交
流センターを活動拠点としてまちづくり団体と連携を促進し、子育
て・福祉・教育・防犯等の多様な事業を行う（まちづくり活動団体の
積極的な参画のもと）。また、公園内施設に合築する健幸交流セ
ンターにてフレイル予防等を行う各地域のリーダー育成研修を行
い、地域交流センターを拠点として、地域住民の参加を促すことが
協働のまちづくりの確立につながるものであり、まちづくり協議会
が主催する住民参加事業の参加者の増加数を指標として設定。

計　　　 1,500人／年
立岩地区1,000人／年
二瀬地区  500人／年

計　　　2,280人／年
立岩地区1,440人／年
二瀬地区  840人／年

住みにくさの改善度

拠点連携型地区（立岩地区・二瀬地区）住民の「まちに
活気がない」と回答した人の割合の低下（市民アンケート
調査により「飯塚市の住みにくい点」として「まちに活気が
ない」と回答した人の割合の低下）（市民アンケート調査
結果）

拠点内の都市機能の充実と交流の活発化により、拠点連携型都
市づくりの基盤となる拠点地区の形成が図れたかどうか、本計画
の総合的な取り組みの指標として設定。当該地区は住みにくい点
として「まちに活気がない」と回答した割合が高く、本計画の実施
により「まちに活気がない」の回答率「10.0％」まで改善することを
目指し、目標値を設定。

平均　　14.50％
立岩地区16.9％
二瀬地区12.0％

平均　10%



整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

ｄ

方針に合致する主要な事業
【まちづくり活動の拠点化と交流拠点の形成】
・中心拠点（立岩地区）、大学連携拠点（二瀬地区）にまちづくり協議会の活動拠点として、交流センターを整備する。（立岩地区：小中学校との交流促
進、二瀬地区：九州工業大学との交流促進）
・各交流センターと中心拠点に整備した健幸プラザ、子育てプラザとの連携を促進し、相互に交流する「交流拠点（ネットワーク）」を形成する。
・様々な機能（施設）や大学・教育施設において相互に交流することで交流センターの活動主体であるまちづくり協議会へのまちづくり活動団体の参加を
促進する。
・中心拠点に隣接する居住誘導区域内に交流拠点として、公園内施設を整備し、中心拠点の魅力向上と中心拠点と魅力ある地域との交流を促進する。

地域交流センター（高次都市施設）：立岩交流センター(多世代交流)）
地域交流センター（高次都市施設：二瀬交流センター(大学連携交流)）
市民公園（公園：公園内施設）
地域交流センター（高次都市施設：健幸交流センター）

【都市機能の集約・誘導と豊かなコミュニティの形成】
・拠点地区への都市機能の誘導(*)と交流センターや公園内施設の利用促進により住民の交流の活発化を図る（住民の集まりの場、多世代の交流の場
としての交流センターの利用）
(*)中心拠点（立岩地区交流センターの設置により廃止となる立岩公民館跡地）に業務機能を兼ね備えた商業施設を誘導する。

地域交流センター（高次都市施設：立岩交流センター(多世代交流)）
地域交流センター（高次都市施設：二瀬交流センター(大学連携交流)）
市民公園（公園：公園内施設）
地域交流センター（高次都市施設：健幸交流センター）
【関連】商業施設の誘導

【持続的に中心拠点が活性化するための拠点連携型都市づくりの基盤となる拠点地区の形成】
・ＪＲ浦田駅に近く、中心拠点に隣接する居住誘導区域に居住環境の向上に質する避難所機能を備えた公園内施設を整備することで、拠点連携型都市
づくりの基盤である中心拠点の新たな魅力を創出する。

市民公園（公園：公園内施設）
地域交流センター（高次都市施設：健幸交流センター）
【関連】ＪＲ駅から公園への道路整備

【まちづくりの住民合意の形成】
○立地適正化計画の策定過程における住民合意
・飯塚市立地適正化計画については、外部組織である飯塚市地域連携都市政策協議会を設置し、大学関係者、自治会、医師会、福祉団体、子育て支援団体、不動産関係者、ＪＡ、交通事業者等土地利用や都市機能に係る様々な分野の参加を得て、
計画を策定。また、計画に関する住民合意を図るため、昨年11月に各地区自治会長会での説明、本年6月に12地区懇談会を開催し、市民意見の集約を図ったところ。
・市都市計画審議会において随時、計画の策定状況を報告し、計画に関する意見聴取を行っている。（過去4回の審議会において報告）
○中心拠点への都市機能誘導に係る住民合意形成
・中心拠点（立岩地区）への商業施設等の誘導については、地元新飯塚商店街振興組合より新庁舎や市民広場、公民館跡地を活用した中心拠点の活性化策を検討したい旨、打診があり、10月に勉強会を設置予定。
○交流センターの設置に係る住民合意形成
・立岩地区ではまちづくり協議会において交流センター整備に係る勉強会を開催。穂波地区、二瀬地区では役員との意見交換を実施。
○市民公園の整備に係る住民合意形成
・鯰田地区では役員会及び総会において、内容説明会を実施。

【立地適正化計画との整合性】
○平成29年1月に策定した飯塚市立地適正化計画は、1市4町によ合併等により生活・行政サービスが一定程度集積した「拠点性を有するエリア」が複数あることから、3ページに記載するとおり中心拠点や地域拠点などへの集積と各拠点間のネットワー
クの充実による「拠点連携型都市」の実現を目指している。
○そのため、本計画は飯塚市立地適正化計画６２ページに定める中心拠点内にあり、かつコミュニティ拠点となる多世代（立岩）交流センターを整備することで中心拠点への集積を推進及び魅力の向上を図り、同ページにあるき「拠点形成における重要
な要素」として挙げている九州工業大学がある二瀬地区のコミュニティ拠点である大学連携（二瀬）交流センターを整備することで、特色あるコミュニティ拠点の確立と集積を図る。また、双方の拠点は国道２０１号線によりつながっていることから、相互に
交流を促進することで拠点性の向上を図る。
○平成24年3月に飯塚市中心市街地活性化基本計画（総理大臣認定第110号）を策定し、中心市街地活性化に注力。中心市街地活性化事業において、区画整理や再開発の手法により街なかの大規模低未利用地の解消や空きビル、バスターミナルの
再生等を実現し、居住や都市機能の一体的な誘導により定住促進が図られ一定の成果を得ているものの、賑わいや活力の指標となる歩行者通行量については、厳しい状況が続いており、拠点性の回復には至っていないことから、中心拠点の更なる魅
力向上による賑わいを創出するため、中心拠点に隣接し、かつ急伸拠点にあるＪＲ新飯塚駅から一駅で行くことができる居住誘導区域内にある市民公園において、飯塚市立地適正化計画９５ページ記載する健康増進施設（新体育館及び健幸交流セン
ター）を整備することで、中心拠点の魅力向上に寄与し、拠点連携型都市の推進を図る。



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市構造再編集中支援事業） 様式（１）-④-１

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

公園 飯塚市 直 6,258㎡ Ｈ30 Ｒ4 Ｒ1 Ｒ4 4,043.4 3,585.4 3,585.4 3,032.5 ―

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター 飯塚市 直 1,100㎡ Ｈ29 Ｒ1 Ｈ29 Ｒ1 507.0 507.0 507.0 506.1 ―

地域交流センター 二瀬交流センター(大学連携交流) 飯塚市 直 1,212㎡ Ｈ30 Ｒ3 Ｈ30 Ｒ3 638.8 638.8 638.8 628.3 ―

地域交流センター 飯塚市 直 1,811㎡ Ｈ30 Ｒ4 Ｒ1 Ｒ4 1,155.2 1,032.4 1,032.4 872.4 ―

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

誘導施設 医療施設

社会福祉施設

教育文化施設

子育て支援施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 6,344.4 5,763.6 5,763.6 0.0 5,039.3 ― …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

合計 0 0 0 0 0 …B

合計(A+B) 5,039
（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度
飯塚市 ○ Ｒ4

飯塚市 ○ Ｒ4

合計 0

規模
（参考）事業期間

住宅市街地総合整備事業

交付対象事業費 5,039.3 交付限度額

細項目
事業 事業主体

2,258.3 国費率 0.448

市民公園（新体育館　3階）

交付期間内事業期間
事業箇所名 直／間

立岩交流センター(多世代交流)

新体育館　3階（健幸交流）

地域創造
支援事業

（参考）事業期間
事業 事業箇所名 事業主体 直／間

交付期間内事業期間

細項目
規模

所管省庁名 規模事業 事業箇所名 事業主体

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

商業施設の誘導 旧立岩交流センター跡地

ＪＲ浦田駅周辺道整備 ＪＲ浦田駅周辺

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

統合したB／Cを記入してください



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

飯塚拠点連携型拠点地区（福岡県飯塚市） 面積 328.67 ha 区域
飯塚市立岩、新立岩、新飯塚、吉原町、芳雄町、本町、西町、飯塚、西徳前、
鯰田、横田、川津、片島１丁目、片島２丁目、片島３丁目の一部

計画区域

福岡市

北九州

市
飯塚市

■ＪＲ浦田駅周辺道路整備

■立岩交流センター(多世代交流)
(高次都市施設)

■市民公園
(公園内施設)

■健幸交流センター
(高次都市施設)

■二瀬交流センター(大学連携交流)
(高次都市施設)

■商業施設の誘導 基幹事業

【凡 例】

提案事業

関連事業

都市構造再編集中支援区域

立地適正化計画

都市機能誘導区域

居住誘導区域(都市機能誘導区域外)

変更無し



まちづくり協議会事業への参加者数 （人／年）  1,500人／年 （Ｈ27年度） → 2,280人／年 （Ｒ4年度）

交流センターの利用者数 （人／年）  48,700人／年 （Ｈ27年度） → 63,300人／年 （Ｒ4年度）

住みにくさの改善度 （％） 14.50% （Ｈ27年度） → 10% （Ｒ4年度）

　飯塚拠点連携型拠点地区（福岡県飯塚市）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

目標

【大目標】　地域のつながりと豊かなコミュニティをはぐくむ都市環境の実現

　～拠点連携型都市づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）による拠点性の回復～

【目標1】まちづくり活動の拠点化と交流拠点の形成による市民と行政の協働のまちづくりの確立

【目標2】拠点地区への都市機能の集約と誘導、豊かなコミュニティの形成による市民の暮らしの質の向上

代表的な

指標

様式（１）-⑦-１

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

■立岩交流センター（多世代交流）
(高次都市施設)

■二瀬交流センター（大学連携交流）
(高次都市施設)

■市民公園
(公園内施設)

■健幸交流センター
(高次都市施設)

■商業施設の誘導

■ＪＲ浦田駅周辺道路整備


